
病床機能再編支援事業について
当事業は、地域医療構想の実現のため、療養病床又は一般病床を有する医療機関が、病床数の適正化に必

要な病床数（回復期を除く）の削減を行う場合、地域医療構想調整会議の議論の内容等を踏まえ削減病床に応
じた給付金を支給する事業です。令和３年５月に「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する
法律」の一部が改正され、地域医療介護総合確保基金の対象事業として新たに位置づけられました。

当事業は以下の給付金に区分されます。

① 単独支援給付金

医療機関が地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能の再編を実施する場合、減少する病床数に応じて支給する給付金

② 統合支援給付金
複数の医療機関が地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編を実施し統合する場合、統合に参加する医療機関に支給

する給付金

③ 債務整理支援給付金

②によって廃止とする医療機関の未返済の債務を、統合後に存続する医療機関が新たに融資を受けて返済する際の利子等に係る給付金

このうち、市原圏域では「単独支援給付金」について、千葉労災病院及び宗田マタニティクリニックから事業要
望があったため、事業内容が地域における病床機能の分化及び連携の推進に資するものであるかについて御
意見を伺います。

【問合せ先】 医療整備課地域医療構想推進室 電話：043-223-2608  Mail：chihuku@mz.pref.chiba.lg.jp 
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第1回市原地域保健医療連携・地域
医療構想調整会議

令和７年７月２９日（火）
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病床機能再編支援金の申請について（市原圏域） 
１．医療機関名 

  独立行政法人労働者健康安全機構 千葉労災病院 
 

２．病床削減時期 

  令和８年８月 
 

３．病床機能                                                   （単位：床） 

      

 平成30年度 

病床機能報告 

令和2年4月1日 

時点 

病床削減前 

稼働病床数 
病床削減数 

病床削減後 

許可病床数 

高度急性期 58 58 58 18 40 

急性期 340 340 340 40 300 

回復期    ▲20 20 

慢性期      

休棟等 2 2 2 2  

合計 400 400 400 40 360 
※交付対象は削減する高度急性期病床１８床及び急性期４０床のうち回復期病床に転換する２０床を引いた３８床（休棟等の削減分は交付対象外）。 
 

４．病床削減理由 

  看護職員等を効率良く配置することにより当院の救急機能を強化・維持していくため。 

 

５．病床削減が地域医療構想の実現に向けて必要な取組であると考える理由 

  令和7年3月の「市原市地域医療推進ビジョン」内で示された病床機能別の必要数と現状の推計値では、急性期が過剰、回復期が不足となって

いる。今回の当院の取り組みは平成30年度病床機能報告と比較すると、急性期が340床⇒300床への減、回復期が0床⇒20床への増と地域医療

構想の実現に沿った内容となっている。 

  また、救急医療については、2035年までに救急搬送件数の5％増加が見込まれている中、当院は令和７年度中の救命救急センター指定を目指し

ており、今以上の高度救急に対応すべく、高度急性期を58床⇒40床に減することにより、看護体制の強化を図っていくため。 
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６．交付申請予定額 ７７，９７６千円 
平成３０年度対象３区分（高度急性期・急性期・慢性期）の病床稼働率 ８７．７％、一日平均実働病床数３５０床 

対象３区分の一日平均実働病床数までの減少数３８床 

対象３区分の一日平均実働病床数までの減少に係る支給額 ２，０５２千円×３８床＝７７，９７６千円 
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病床機能再編支援金の申請について（市原圏域） 
１．医療機関名 

  宗田マタニティクリニック 
 

２．病床削減時期 

  令和８年１２月 
 

３．病床機能                                                   （単位：床） 

      

 平成30年度 

病床機能報告 

令和2年4月1日 

時点 

病床削減前 

稼働病床数 
病床削減数 

病床削減後 

許可病床数 

高度急性期      

急性期 18  18 18 8 10 

回復期      

慢性期      

休棟等      

合計 18 18 18 8 10 
 

４．病床削減理由 

  分娩数の減少（2000年 約200件/月 → 現在 約80件/月：市原市)により、現在の病床数を確保する必要がなくなっている。 

  病床数を削減することで、合理的な病床管理をおこない人的資源の有効活用を目指す。 

   

５．病床削減が地域医療構想の実現に向けて必要な取組であると考える理由 

  人的資源の有効活用により、安定した医療提供体制が出来る。 

特に分娩後の産後ケアの要望の高まりを受けて、長期の産後のフォローを含めた周産期管理を目指す。 
   

６．交付申請予定額 ９，１２０千円 
平成３０年度対象３区分（高度急性期・急性期・慢性期）の病床稼働率２２．４％、一日平均実働病床数４床 

対象３区分の一日平均実働病床数までの減少数８床 

対象３区分の一日平均実働病床数までの減少に係る支給額 １，１４０千円×８床＝９，１２０千円 
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